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不動産売買契約書

 売主  石川　美江 様 と買主  株式会社すまいる  は、下記表示の不動産に関し、以下の内容で売買契約を締結した。

（Ａ）売買の目的物の表示（登記簿の記録による）（第１条）
（１）土地

（２）建物

（Ｂ）売買代金、手付金の額及び支払日

収入
印紙

所　在 地　番 地　目 地　積 持　分

1 80番3 宅地 214.99㎡ 1／1

2 ㎡

土地面積合計 214.99㎡

京都府亀岡市西つつじケ丘雲仙台１丁目
VPB_b-tp-0_f

VPB_b-tp-1_f

VPB_b-t-end_f

備　考
VPB_b-001_f

所　在 家屋番号 80番3

種　類 居宅

構　造 木造／瓦葺／2階建

床面積
1階 44.71㎡・2階 26.49㎡・ 階 ㎡・ 階 ㎡

延床面積 71.2㎡

京都府亀岡市西つつじケ丘雲仙台１丁目 80番地3

VPB_c-bld-0_f

備　考 昭和42年11月27日新築、以下余白
VPB_d-000_f

（Ｂ１）売買代金総額（第１条） 10,000,000 円

土地代金 円

建物代金 円

（うち消費税額及び地方消費税額の合計額）

（Ｂ２）手付金 （第３条） 契約締結時支払い

（Ｂ３）中間金 （第５条）
第１回令和　　年　　月　　日までに

（Ｂ４）残代金 （第５条） 　　　令和6年11月29日までに 9,500,000 円

円

500,000 円

円

第２回令和　　年　　月　　日までに 円

VPB_e-001_t
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（Ｃ〜Ｈ）その他約定事項

（Ｉ）融資利用の場合（第１９条）

（Ｊ）契約不適合責任の通知期間（第２０条）

建物の構造耐力上主要な部分等の状況について確認した事項

※既存住宅状況調査技術者が実施した建物状況調査のうち、1年(鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の共同
住宅等にあっては2年)以内に実施したものの有無等を記載。

（Ｆ）違約金の額（売買代金の

（Ｃ）所有権移転・引渡し・登記手続きの日
（第６条）（第７条）（第８条）（第１６条）

令和6年11月29日

（Ｄ）公租・公課分担の起算日　（第１３条） 令和6年4月1日

10 ％相当額）（第１７条） 1,000,000 円

（Ｇ）反社会的勢力排除に係る違約金の額（売買代金の２０％相当額）
（第１８条）

2,000,000 円

（Ｈ）反社会的勢力の事務所等活動の拠点に係る制裁金の額
（売買代金の８０％相当額）　（第１８条）

8,000,000 円

（Ｅ）手付解除の期限　（第１５条） 令和　　年　　月　　日

VPB_f-000_f

融資申込先 融資承認予定日

令和　　年　　月　　日までに 円

令和　　年　　月　　日までに 円

令和　　年　　月　　日までに 円

令和　　年　　月　　日までに 円

令和　　年　　月　　日までに 円

融資利用予定総額 円

令和　　年　　月　　日

融資金額

VPB_f-tln-0_f

VPB_f-tln-1_f

VPB_f-tln-2_f

VPB_f-tln-3_f

VPB_f-tln-4_f

融資未承認の場合の契約解除期限
VPB_g-002_f

買主から売主に対する契約不適合責任の通知期間 物件引渡し後  間
VPB_h-002_f

資料作成者： 資料作成日：令和　　年　　月　　日

「建物の構造耐力上主要な
部分」または「雨水の浸入
を防止する部分」の状況に
ついて売主、買主の双方が
確認した事項※

　確認資料：建物状況調査の結果の概要（重要事項説明用）（別添参照）有

無

VPB_i-default_t
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不 動 産 売 買 契 約 条 項
（売買の目的物及び売買代金）

第１条　売主は、標記の物件（Ａ）（以下「本物件」という。）を標記の代金（Ｂ1）をもって買主に売渡

し、買主はこれを買受けた。

（売買対象面積）

第２条　売主及び買主は本物件の対象面積を標記面積(Ａ)とし、実測面積との間に差異が生じても互いに異議

を申し立てないとともに、売買代金増減の請求をしないものとする。

（手付）

第３条　買主は、売主に手付として、この契約締結と同時に標記の金額（Ｂ2）を支払う。

２　手付金は、残代金支払いのときに、売買代金の一部に無利息で充当する。

（境界の明示）

第４条　売主は、買主に本物件引渡しのときまでに、隣地との境界を現地において明示する。

（売買代金の支払時期及びその方法）

第５条　買主は、売主に売買代金を標記の期日（Ｂ3）、（Ｂ4）までに現金（振込送金を含む）又は預金小切

手で支払う。

（所有権移転の時期）

第６条　本物件の所有権は、買主が売買代金の全額を支払い、売主がこれを受領したときに、売主から買主に

移転する。

（引渡し）

第７条　売主は、買主に本物件を標記の期日（Ｃ）までに売買代金全額の受領と同時に引渡す。

（所有権移転登記の申請）

第８条　売主は、売買代金全額の受領と同時に、買主の名義にするために、本物件の所有権移転登記申請手続

きをしなければならない。

２　所有権移転登記の申請手続きに要する費用のうち、本物件の売渡しに要する書類作成費及び所有権登

記名義人の住所、氏名の変更登記に関する費用は売主の負担とし、所有権移転に関する登録免許税及び

登記費用は買主の負担とする。

（物件状況の告知）

第９条　売主は、本物件の状況について別添「物件状況確認書(告知書)」にて買主に告知するものとする。

（付帯設備の引渡し）

第10条　売主は、別添「付帯設備表（表１・表２）」のうち「有」と記したものを、本物件引渡しと同時に買

主に引渡す。

２　売主は、前項の付帯設備の故障や不具合については、修補・損害賠償その他一切の責任を負わないも

のとする。

（負担の消除）

第11条　売主は、本物件の所有権移転の時期までに、抵当権等の担保権及び賃借権等の用益権その他買主の完

全な所有権の行使を阻害する一切の負担を消除する。

（印紙代の負担）

第12条　売主及び買主は、各自が保有するこの契約書にその負担において法令所定の印紙を貼付する。
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（公租・公課の負担）

第13条　本物件に対して賦課される公租・公課は、引渡し日の前日までの分を売主が、引渡し日以降の分を買

主が、それぞれ負担する。

２　公租・公課納付分担の起算日は、標記の期日（Ｄ）とする。

３　公租・公課の分担金の清算は、残代金支払時に行う。

（収益の帰属・負担金の分担）

第14条　本物件から生ずる収益の帰属及び各種負担金の分担については、前条第１項及び第３項を準用する。

（手付解除）

第15条　売主は、買主に受領済の手付金の倍額を現実に提供して、又買主は、売主に支払済の手付金を放棄し

て、それぞれこの契約を解除することができる。

２　前項による解除は、下記の事項のいずれかが早く到来したとき以降はできないものとする。

①　相手方がこの契約の履行に着手したとき

②　標記の期限（Ｅ）を経過したとき

（引渡し前の滅失・損傷）

第16条　本物件の引渡し前に、天災地変その他売主又は買主のいずれの責めにも帰すことのできない事由によ

って、本物件が滅失し売主がこれを引渡すことができなくなったときは、買主は売買代金の支払いを拒

むことができ、売主又は買主はこの契約を解除することができる。

２　本物件の引渡し前に、前項の事由によって本物件が損傷したときは、売主は、本物件を修補して買主

に引渡すものとする。この場合、売主の誠実な修復行為によって引渡しが標記の期日（Ｃ）を超えて

も、買主は、売主に対し、その引渡し延期について異議を述べることはできない。

３　売主は、前項の修補が著しく困難なとき、又は過大な費用を要するときは、この契約を解除すること

ができるものとし、買主は、本物件の損傷により契約の目的が達せられないときは、この契約を解除す

ることができる。

４　第１項又は前項によってこの契約が解除された場合、売主は、受領済の金員を無利息で遅滞なく買主

に返還しなければならない。

（契約違反による解除）

第17条　売主又は買主は、相手方がこの契約に定める債務を履行しないとき、自己の債務の履行を提供し、か

つ、相当の期間を定めて催告したうえ、この契約を解除することができる。

２　前項の契約解除がなされた場合、売主又は買主は、相手方に標記の違約金（Ｆ）を請求することがで

きる。ただし、債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして相手方の責めに帰することが

できない事由によるものであるときは、違約金の請求はできないものとする。

３　前項の違約金に関しては、現に生じた損害額の多寡を問わず、相手方に増減を請求することはできな

いものとする。

４　違約金の支払いは、次のとおり、遅滞なくこれを行う。

①　売主の債務不履行により買主が解除したときは、売主は、受領済の金員に違約金を付加した額を無

利息で買主に支払う。

②　買主の債務不履行により売主が解除したときは、売主は、受領済の金員から違約金を控除した残額

を無利息で買主に返還する。この場合において、違約金の額が支払済の金員を上回るときは、買主

は、売主にその差額を支払うものとする。

５　買主が本物件の所有権移転登記を受け、又は本物件の引渡しを受けているときは、前項の支払いを受

けるのと引換えに、その登記の抹消登記手続き、又は本物件の返還をしなければならない。

６　本条の規定は、第20条に定める契約不適合による契約の解除には適用されないものとする。

（反社会的勢力の排除）

第18条　売主及び買主は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。
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①　自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総称し

て「反社会的勢力」という）ではないこと。

②　自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力

ではないこと。

③　反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。

④　本物件の引渡し及び売買代金の全額の支払いのいずれもが終了するまでの間に、自ら又は第三者を

利用して、この契約に関して次の行為をしないこと。

ア　相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為

イ　偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為

２　売主又は買主の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告を要せ

ずして、この契約を解除することができる。

ア　前項①又は②の確約に反する申告をしたことが判明した場合

イ　前項③の確約に反し契約をしたことが判明した場合

ウ　前項④の確約に反した行為をした場合

３　買主は、売主に対し、自ら又は第三者をして本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供

しないことを確約する。

４　売主は、買主が前項に反した行為をした場合には、何らの催告を要せずして、この契約を解除するこ

とができる。

５　第２項又は前項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、第17条第２項の規定

にかかわらずその相手方に対し、違約金（損害賠償額の予定）として標記の違約金（Ｇ）（売買代金の

20％相当額）を支払うものとする。この場合の違約金の支払いについては、第17条第４項に準ずるもの

とする。

６　第２項又は第４項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる

損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。

７　買主が第３項の規定に違反し、本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供したと認めら

れる場合において、売主が第４項の規定によりこの契約を解除するときは、買主は、売主に対し、第５

項の違約金に加え、標記（Ｈ）（売買代金の80％相当額）の違約罰を制裁金として支払うものとする。

この場合第17条第５項の規定にかかわらず、買主は本物件の所有権移転登記の抹消登記手続き、及び本

物件の返還をしなければならない。

（融資利用の場合）

第19条　買主は、この契約の締結後すみやかに、標記（Ｉ）の融資の申込手続きをしなければならない。

２　標記（Ｉ）の融資未承認の場合の契約解除期限までに前項の融資の全部又は一部について承認を得ら

れないとき、又、金融機関の審査中に同契約解除期限が経過した場合には、この契約は自動的に解除と

なる。

３　前項によってこの契約が解除された場合、売主は、受領済の金員を無利息で遅滞なく買主に返還しな

ければならない。

４　買主が第１項の融資の申込手続きを行わず、又は故意に融資の承認を妨げた場合は、第２項の規定は

適用されないものとする。

（契約不適合責任）

第20条　引渡された本物件が種類又は品質に関してこの契約の内容に適合しないものであるとき（以下「契約

不適合」という。）は、買主は、売主に対し、本物件の修補を請求することができる。この場合、売主

又は買主は、相手方に対し、修補の方法に関し協議の申し入れをすることができる。

２　引渡された本物件に契約不適合があるときは、その契約不適合がこの契約及び取引上の社会通念に照

らして売主の責めに帰することができない事由によるものであるときを除き、買主は、売主に対し、修

補に代え、又は修補とともに損害賠償を請求することができる。
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３　引渡された本物件に契約不適合があるときは、買主は、売主に対し、相当の期間を定めて本物件の修

補を催告したうえ、この契約を解除することができる。ただし、その契約不適合によりこの契約を締結

した目的が達せられないときに限り解除できるものとする。

４　買主が前項に基づきこの契約を解除し、買主に損害がある場合には、その契約不適合がこの契約及び

取引上の社会通念に照らして売主の責めに帰することができない事由によるものであるときを除き、買

主は、売主に対し損害賠償を請求することができる。この場合、標記の違約金（Ｆ）の定めは適用され

ないものとする。

５　買主は、この契約を締結したときに本物件に契約不適合があることを知っていた場合、又は本物件の

引渡し後標記（Ｊ）に定めた期間を経過するまでに売主に本物件に契約不適合がある旨を通知しなかっ

た場合、売主に対して本条に定める権利を行使できないものとする。

（諸規約の承継）

第21条　売主は、買主に対し、環境の維持又は管理の必要上定められた規約等に基づく売主の権利・義務を承

継させ、買主はこれを承継する。

（協議事項）

第22条　この契約に定めがない事項、又はこの契約条項に解釈上疑義を生じた事項については、民法その他関

係法規及び不動産取引の慣行に従い、売主及び買主が誠意をもって協議し、定めるものとする。

（管轄の合意）

第23条　この契約に関する訴訟・調停その他一切の紛争の管轄裁判所を、本物件所在地の管轄裁判所と定める

ものとする。

（特約条項）

第24条　別記特約条項のとおりとする。

VPB_j-default_t
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特　　約　　条　　項

一．本件取引については現状有姿公簿取引とする。
一．本物件の隣接地及び周辺の土地は第三者の所有である為、現在の周辺環境（日影・眺望・採光・通風・騒音・電波
　　受信状態等）が将来変化する事があり、また周辺に将来建物が建築または増築される可能性があることを買主は了
　　承の上、買い受けるものとする。
一．本物件並びにその周辺の建物及び施設その他の環境、状況及び騒音、振動、臭気、日照等の周辺環境並びに交通利
　　便性について、買主は現地にて確認の上、本物件を買い受ける。
一．本物件は中古物件に付、経年変化によるキズ、汚れ等の劣化、設備の性能低下があることを予めご承知おき下さ
　　い。
一．建物内残置物において、本物件所有権移転後、売主より買主に当然に所有権移転するものとし、以降撤去処分に
　　関して売主は一切の異議申し立てをしないものとする。
一．改正消防法（平成18年6月1日施行）に基づき、既存の住宅に対しても住宅用火災報知機の設置義務が各地方自治
　　体で定められています。当該物件に住宅用火災報知機の設置がされていない場合は、買主の負担において設置する
　　ものとします。
一．地震、水害に関しては、別添の「京都府マルチハザードマップ」にて十分にご確認下さい。
一．本物件は、現在の建築基準法その他、建築関連法令に基づき施工され、将来現在の建築関連法令が改定された場
　　合、必ず合致するものではありません。又、本物件に使用されている建築資材・設備資材等については、現行の公
　　害防止関係諸法令が改定された場合、本物件に使用されている建築資材・設備資材等は将来規制される可能性があ
　　ります。
一．買主が本物件を取得後、建築物を建築する際に地盤の地耐力調査及び土壌汚染による地質調査を要請され、基礎補
　　強地盤改良工事等が必要となる場合がございます。調査結果及び地盤改良工事の工法により費用を要する場合があ
　　る事を予めご承知おき下さい。又、その際に発生する費用の負担は買主の負担となります。
一．本物件には、公害防止関連諸法令で禁止されているもの（アスベスト等）が使用されている可能性がございますの
　　で、予めご承知おき下さい。また、アスベストが使用されている建物の解体撤去費用（改修費用）は通常より高く
　　なる場合がありますので、予めご承知おき下さい。
一．売主は、買主が事業を目的として対象不動産を取得し、対象不動産を取得後再販売する事を了承するものとし、再
　　販売価格については売主は買主に異議申し立てを行わないものとする。
一．売主は、買主が決済前に本物件に地盤調査・測量・販売予定看板設置等で立入る事および販売活動を実施すること
　　を承諾するものとします。
一．本契約書第10条（付帯設備の引渡し）について、全文抹消するものとします。
一．本契約書第20条（契約不適合責任）について、全文抹消するものとします。
　　ただし、下記(1)(2)については、契約不適合責任を売主は負うものとします。
　　(1)本契約の目的物にまつわる嫌悪すべき歴史的背景に起因する心理的欠陥がある場合
　　(2)本契約締結時または本物件引渡時までに売主が知り得た事実で買主に対して告知しなかった事実がある場合
一．本物件不動産売買に係る税務申告及び税金に関して買主不動産業者、及び仲介業者は税務不介入であり、税金の
　　相談は税務署、または税理士に相談して下さい。
一．手書きによる訂正や追記等された内容については、売主買主双方の確認印が無いものは無効とします。以下余白
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　売主と買主は、この契約を証するため契約書２通を作成し、売主及び買主が署(記)名押印のうえ各自その１通を保有す
る。

令和　　年 　　　月 　　　日

＜売　主＞ （所在地）

（商号）

（代表者） ㊞

＜買　主＞ （住所）

（氏名） ㊞

この契約書は、宅地建物取引業法第３７条に定められている書面を兼ねています。
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